












1   研究目的の背景

 平成 6 年に母子保健法、児童福祉法が改正され、地域保健法の制定とともに、母子保健

事業についても身近で頻度の高いサービスの提供については実施主体を市町村に一元化し、

都道府県(保健所)においては専門的、技術的な業務の推進を図ることとされた

 健康診査、保健指導等の基本的サービスを提供する市町村には人口 100 万をこえる指定

市から人口 1,000 人に満たない村まであり、一定水準のサービスが提供できるのか、また、

現在の都道府県保健所においては未熟児、障害児、慢性疾患児等への専門的サービスが可

能か、等の危惧もあるが、新しい母子保健体系のもとで事業を効果的に展開していくため

には保健・医療・福祉にかかわる人材、施設等の資源を最大限に活用していく必要がある。

 小児病院は多数の小児科医をはじめ小児保健・医療の領域における専門技術者を擁して

おり、院内での医療提供にとどまらず、地域保健・福祉の分野でも積極的にかかわりが期

待される。

 そこで、新しい母子保健体系の中で、小児病院が地域保健活動とどのようにかかわり、

どのように支援していくべきか、そのためには小児病院の組織・運営はいかにあるべきか

を研究することにした。


